
①感染症対策を徹底した上で介護サービスを提供するために

必要な経費を支援します
②介護サービスの利用再開に向けた利用者への働きかけや環境整備

などを支援します※

③職員の皆さまに慰労金を支給します※

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（介護分）のうち

介護サービス事業所・施設等における感染症対策支援事業について

補助額

補助率 １０/１０

老健、福祉施設、介護サービス事業者、施設等の管理者へ

・事業所・施設ごとに、基準単価と対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を助成額とする。

・１事業所・施設当たり上限額に達するまで再度の申請が可能です。

※ 通所介護及び通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの事業所規模は、介護報酬上の規模区分であり、助成の申請時点で判断する。

助成対象例 （詳細は別表参照）

介護老人福祉施設
38千円/定員
例） 定員100名 支援額 380万円

通所介護事業所（通常型）※ 892千円/事業所

通所介護事業所（大規模型（Ⅱ））※ 1,480千円/事業所

対象事業者

補助対象経費

換気対応エアコン、ウイルス対策エアコン（材工共）※次頁参照

申請期間

その他）感染症対策に要する物品購入、外部専門家等による研修実施、 感染発生時対応・衛生用品保管

などに使える多機能型簡易居室の設置、感染防止のため発生する追加的人件費

サービス類型毎に設定

※ 令和２年4月1日から令和３年３月31日までにかかる費用が対象となりますので、支出済の費用
だけではなく、申請日以降に発生が見込まれる費用も合わせて、概算額で申請することも可能です。
また、領収証等の証拠となる書類を保管しておいてください。

かかり増し経費

令和２年４月１日以降、感染症対策を徹底した上で、サービスを提供するため

に必要なかかり増し経費が発生したすべての介護サービス事業所・施設など

※②③については別途ご確認ください

①感染症対策の支援

毎月１５日から月末まで受付（最終受付〆切 令和３年２月末）

※申請方法は厚労省パンフ、各都道府県に確認お願いします



補助対象事例

【お問合せ先】

事業の詳細はこちら https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00144.html

ウイルス対策フィルター付きのエアコンに更新

室内の空気を循環させるエアコンで、

ウイルスを吸着して抑制※1※2

試験空間での24時間後のフィルターに付着した菌・ウイルスへの効果であり、実使用空間での実証結果ではありません

※１ 試験機関：（一財）日本食品分析センター 試験番号 第203030567-001号
試験方法：フィルム密着法 試験対象：フィルターに付着した１種類の菌で実施 試験結果：24時間で99％以上抑制

※２ 試験機関：（一財）日本食品分析センター 試験番号 第203052102号 中国科学院 生物物理研究所
試験方法：フィルム密着法 試験対象：フィルターに付着した２種類のウイルスで実施 試験結果：24時間で99％以上抑制

納入頂いたお客様に

お渡ししております!

ステッカー

チタンアパタイトフィルター

チタンアパタイトフィルターの取付けは、ダイキンエアコンのみに限ります。

ストリーマでエアコン内部も、

吹き出す風も清潔に。

ニオイやカビ菌を
抑制し、内部を清潔に

ストリーマZEAS
（内部クリーンエアコン）

適用機種：
・ラウンドフロー型
・天吊型
・シングルフロー
・ダブルフロー
・ビルトイン型

補助対象事例

換気機能付きルームエアコン（うるさらX）

感染拡大防止のため、換気対応エアコンに更新

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00144.html


添付１：事業所・施設等の種別と補助基準単価

・ 全ての介護サービス事業所（訪問系サービス事業所（※１）、通所系サービス事業所（※２）、
短期入所系サービス事業所（※３）、及び多機能型サービス事業所（※４）をいう。以下同じ。）
及び介護施設等（※５）

・ なお、利用者又は職員に感染者が発生している否かは問わない

※１ 訪問介護事業所、訪問入浴介護事業所、訪問看護事業所、訪問リハビリテーション事業所、定期巡回・随時対応型訪問
介護看護事業所、夜間対応型訪問介護事業所、居宅介護支援事業所、福祉用具貸与事業所及び居宅療養管理指導事業所
※２ 通所介護事業所、地域密着型通所介護事業所、療養通所介護事業所、認知症対応型通所介護事業所及び通所リハビリテ
ーション事業所
※３ 短期入所生活介護事業所及び短期入所療養介護事業所
※４ 小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所
※５ 介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設、認知症対応
型共同生活介護事業所、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅
注 各介護予防サービス及び介護予防・日常生活支援総合事業（指定サービス・介護予防ケアマネジメント）を含む。
（以下、※１～５を総称して「介護サービス事業所・施設等」という。）

添付２：支援対象サービス


